














1989年), 『1940年代ヨーロッパの政治と冷戦』(編著, ミネルヴァ書房, 1992年),
『国際政治としての20世紀』(有信堂光文社, 2000年）がある｡『日米関係資料集
194597』(共編纂, 東京大学出版会, 1999年）や『アメリカ合衆国対日政策文

















































イギリスにも, 国立公文書館 (The National Archives : TNA) がロンドン西部
にあるが, 以前の名称はまさにパブリック・レコード・オフィス (Public Record





され, 文字通り水に流された可能性が高いという (p. 52)。かろうじて, 佐藤栄
作の核密約だけは, 次男の佐藤信二氏が自宅机の引出し奥から発見したため, そ
の存在を確認できた (p. 121)。もっとも, 外交史料館に文書を託すべく佐藤氏が




























カの Department of Defense を「国防省」と訳している (p. 95) が, 定訳は「国




ショックまで』 (草思社, 1989年) によると, 駐日大使の前職は次官代理であっ
た｡ 訳者の増田弘は著者と同じ分野の専門家である｡ 増刷時に確認してほしい。
評者が最も驚いたのは, タウンゼント・ハリス初代アメリカ総領事・初代公使
(Townsend Harris, 18041878) を「ハリス公使とが日米修好条約を結び」と記し




公使 (Sir Rutherford Alcock, 18091897, 在任18591862), 彼の後任パークス公
使 (Sir Harry Smith Parkes, 1828-1885, 在任18651883), 幕府に肩入れしたフラ










軍事, 科学技術, 文化交流）を取り上げるが, 領事関係は二国間の経済関係の維
持と, 接受国に居留する自国民の保護を主な任務とする。特権の範囲も当然異な
る。一方, 外交関係（国交）がない国であっても, 領事を置くことはありえる。








日本の戦後政治, 外交, 日米関係において非常に大きなテーマであったが, その
わりに国民的議論が活発ではなかった。折しも, 2010年５月初旬に国連本部で
NPT運用検討会議が開催された。日本は「唯一の被爆国」として, 条約第９条
第３項の定義する核兵器国（1967年１月１日以前に核兵器の開発に成功した国）
と非核兵器国の間の調整役を自ら担い, 核軍縮の具体的な文書を提案した。一方,
日本がアメリカの「核の傘」の下にあるのは紛れもない事実である。核密約の実
態を知らずして, 核軍縮, そして日本の安全保障政策を論じることは誰にもでき
ない。
今年度の大学新入生は, 1991年生まれである。ベルリンの壁は1989年11月に崩
れ, 1990年10月に東西ドイツが統一され, 1991年の12月にソ連邦が崩壊した。現
在の大学生にとって, 人類がこれまでに経験した核の恐怖, たとえば1950年代の
原爆・水爆実験, 1962年のキューバミサイル危機, 1979年に起きたアメリカのス
リーマイル島の原子力発電所の事故, 1986年に起きたソ連のチェルノブイリ原子
力発電所の事故などは, もはや教科書や映画, ドキュメンタリー・フィルムの中
石井修『ゼロからわかる核密約』 153
のできごとだろう。であればこそ, 今回の核密約に関する報告書提出を機に, 日
本外交の軌跡を真摯に振り返り, これから歩むべき方向を国民全体で議論すべき
ではないか。
最後に, 外務省が掲載した密約関連の文書の URLを一覧にして付した。参考
文献は, 本書が厳選されたものを紹介しているので, ここでは省略する。
＜参考＞「密約」問題に関する外務省 URL（抜粋）
各サイトと文書（PDF版）には以下の URLからアクセスできる。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/mitsuyaku.html
＜いわゆる「密約」問題の調査について＞
｢外交文書の欠落問題に関する調査委員会」について（平成22年４月６日）
東郷和彦氏が提出した文書について（平成22年３月19日）(PDF）
いわゆる「密約」問題に関する有識者委員会（平成21年11月24日)
いわゆる「密約」問題に関する調査チームの立ち上げ（平成21年９月25日)
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/mitsuyaku/kekka.html
＜いわゆる「密約」問題に関する調査結果＞
外務省内部調査報告書（PDF） 概要（PDF）
有識者委員会による報告書（PDF） 概要（PDF）
報告対象文書（35点）
その他関連文書（296点)
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/mitsuyaku/taisho_bunsho.html
＜いわゆる「密約」問題に関する調査結果 報告対象文書（35点)＞
報告対象文書一覧リスト（PDF）
1960年１月の安保条約改定時の核持込みに関する「密約」問題関連（PDF）
1960年１月の安保条約改定時の朝鮮半島有事の際の戦闘作戦行動に関する「密約」
問題関連（PDF）
1972年の沖縄返還時の有事の際の核持込みに関する「密約」問題関連（PDF）
1972年の沖縄返還時の原状回復補償費の肩代わりに関する「密約」問題関連
(PDF)
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